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別府市民憲章 

 
昭和 43 年 1 月 1 日制定 

 

わたしたちは、海と山にかこまれた美しい自然と、

昼夜の別なくこんこんと湧きいづる温泉のまちに住

む市民であることを誇りとし、魅力あふれる観光の

まちづくりを目指しています。 

 

わたしたちの市民憲章はつぎのとおりです。 

 

１ 美しい町をつくりましょう。 

２ 温泉を大切にしましょう。 

３ お客さまをあたたかく迎えましょう。 

 



は じ め に 

 

  本市は、由布・鶴見をはじめとする連山と別府湾に囲まれ、さらに「温泉＝湯け

むり」という、比類ない豊かな自然資源を有しております。また、本市を訪れる多

くの人々に対して、市民が「おもてなしの心」で迎えることで、「温泉観光都市」

の名を確立していることは、とりわけ本市の誇りとするところです。 

  しかし、本市においても、大気汚染、騒音、悪臭などに係る苦情の発生があり、

また、環境に関わる種々の問題を抱えているのが現状です。 

  これらの問題の中には局地的なものもありますが、地球レベル、さらにそれを取

り巻く規模の問題であるとして捉えるべき側面も持っています。 

  こういった多様な側面を持つ環境問題に対する施策を推進するにあたり、国は環

境基本計画を策定しており、その中に、国の環境施策の他、事業者、国民、そして

地方公共団体の役割をうたっています。 

  本市においても、国の基本計画に準ずる形で「別府市環境基本計画」を策定して

おり、具体的な取組みを進めているところです。これは、本市における環境の保全

に関する施策を、長期的な視点から総合的、体系的に推進していくための基本とな

るものです。 

  この「別府市環境基本計画」において目標とする「望ましい環境像」は 21 世紀

半ばを展望しています。 

 
「望ましい環境像」 ： 自然・湯けむり・おもてなしが築く『環境みらい都市・別府』 

（基本目標） 

1「共生」：多様で健全な自然・生きものと共生し、潤いと安らぎのある快適なまちにしよう 

2「循環」：限られた資源を大切にし、健康で安心して暮らせるまちにしよう 

3「国際的取り組み」：未来の世代、地球市民のことを思いやり、身近なことから取り組もう 

4「参加」：共に考え、みんなで協働して、環境を守り、育てよう 

 

  この「望ましい環境像」の実現に向けて、市民・事業者・市がそれぞれの役割と

責任のもと、共に行動するパートナーシップ体制を構築します。 

  本冊子「別府市の環境」は、「別府市環境基本計画」における進行管理の役割を

担っております。 

  また、この部分も含め、平成 17 年度における本市の環境の概要と、環境保全に

対する取組みがまとめられております。多くの皆様に御高覧いただき、別府市の環

境に対する御理解のための一助となれば幸いに存じます。 

 

平成19年 3月 
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第１章  別府市の概況 

１  市勢の概要 
 

（１）位  置 

  本市は瀬戸内海に面し大分県のほぼ中央部に位置します。西は秀峰由布、鶴見の連山を

背にし、東は風光明媚な別府湾に臨み、南は野猿の名所高崎山を境とし、北は名所・史跡

豊かな国東半島の付根の位置に接した市です。 

 

（２）面  積 

125.295 ㎞ 2    （東西 13km 南北 14km） （資料…別府市統計書） 

 

（３）歴史沿革 

本市は古くからの温泉地で、戦災を逃れたという歴史を有しています 

 

  本市は、全国的にも有名な別府温泉を有しており、河直一帯（現在の鉄輪地区）には古

代から地獄があるなど豊富な天与の温泉に恵まれています。 

 

  今日の別府の地名は、荘園時代に新開地の開墾、領有に際して必要とされた免符である

「別符」が「別府」と書かれるようになり、これが地名となったものであると言われてい

ます。 

 

  明治以降、交通機関の発達と交通路の整備により発展を見せ、全国的にも湯治場として

知られるようになりました。また、大正時代に入ると海岸一帯に旅館街が形成され、観光

施設も整備されて観光地としての性格が加わりました。 

 

別府市が誕生したのは大正 13 年のことです。その後、昭和 10 年に近隣の市町村を編入

して、観光温泉地としての今日の基盤を確立するに至りました。 

第二次世界大戦において戦災を逃れ、昭和 25 年の「別府国際観光温泉文化都市建設法」

制定によって、国際文化の向上と世界の恒久平和の達成に重要な役割を果たす都市として

位置づけられ、以来、基幹交通網の整備により、発展を続けてきました。 

 

 近年は、市民や観光客にとって魅力あるまちを再構築する取組みを図っています。 
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（４）土地の利用状況 

地  目 面積（ｍ２） 

田   畑 6,559,438 （昨年比   －30,646） 

宅   地 12,580,743 （昨年比     16,480） 

鉱 泉 地 14,700 （昨年比        ＋1） 

池   沼 29,467 （昨年比        ±0） 

山   林 11,946,748 （昨年比   ＋12,632） 

原野（牧場含） 13,760,469 （昨年比   －2,467） 

雑  種  地 5,674,695 （昨年比  ＋496,935） 

そ  の  他 74,728,740 （昨年比  －492,935） 

合  計 125,295,000  

（平成 18 年 1 月 1 日現在、資料…課税課） 

 

（５）都市計画の用途地域別面積                                      （単位：ha） 

区      分 面  積 用 途 地 域 面  積 

行   政  区  域 12,530   

 第 1 種 低 層 住 居 専 用 地 域               216 

 第 2 種 低 層 住 居 専 用 地 域               198 

 第 1種中高層住居専用地域               561 

 第 2種中高層住居専用地域               89 

 第 1 種 住 居 地 域               792 

 第 2 種 住 居 地 域               209 

 近  隣  商  業  地  域               107 

 商   業   地   域               602 

 準  工  業  地  域               32 

市 街 化 区 域          2,808 

 工   業   地   域               2 

都

市

計

画

区

域

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

市 街 化 調 整 区 域          5,769   

都 市 計 画 区 域 外 3,953   

   （平成 18 年 3 月 31 日現在、資料…都市計画課） 
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第２章  環境行政の概要 
 

１  行政の機構と業務 
 

（１）機  構                                   ※  環境保全条例に係る担当部課 

 

企　画　部 政 策 企 画 担 当

ONSEN
ﾂｰﾘｽﾞﾑ局

政策推進課

温泉振興室

商 工 振 興 係
園 芸 畜 産 係

商 工 課
農林水産課

環 境 衛 生 係
生活環境部

管 理 係
防 災 交 通 係

環境安全課

景 観 推 進 係
緑 地 推 進 係

都市計画課

市
 
長

助
 
役

まちを美しくする係

福祉保健部 保 健 指 導 係

清 掃 課

保健医療課

観光経済部

文 化 振 興 係

計 画 整 備 係
建  設  部

開 発 指 導 係

公園緑地課
下 水 道 課
建築指導課

生涯学習課教育委員会

 

 

 

 

別府市環境保全審議会   委        員     20 名 

                       専門調査委員      4 名 

環境監視員                              17 名 

みどり監視員                            12 名 

図表 2.1.1  環境行政機構図
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   （２）業務 

  １  政策推進課 ― 政策企画担当 

     ①総合基本計画の策定並びに進行管理に関すること 

  ２  ＯＮＳＥＮツーリズム局温泉振興室  

     ①温泉の適正利用に関すること 

     ②地下水の採取規制に関すること 

     ③温泉の公害苦情に関すること 

  ３  商工課 ― 商工振興係 

     ①小規模事業者に対する公害防止施設にかかる資金の斡旋、助成に関すること 

  ４  農林水産課 ― 園芸畜産係 

     ①畜産の経営改善指導に関すること 

      ②畜舎等の衛生管理指導に関すること 

  ５  環境安全課 ― 環境衛生係 

      ①環境保全に関する企画及び調整に関すること 

      ②環境保全思想の普及及び啓発に関すること 

      ③環境衛生改善指導に関すること 

      ④そ族、昆虫駆除に関すること 

      ⑤愛がん動物等の適正な飼育管理調査に関すること 

      ⑥環境保全審議会に関すること 

      ⑦環境影響評価に関する技術的な指導及び審査に関すること 

      ⑧自然環境の保全（保護樹を除く）に関すること 

      ⑨その他環境保全に関すること 

 ⑩公害関係の法令及び条例に関する届出や許可の申請の受理、審査指導に関す

ること 

     ⑪公害の調査、監視、測定に関すること 

     ⑫公害の苦情処理に関すること 

     ⑬公害防止施設設備資金に関すること 

     ⑭環境監視員に関すること 

  ６  環境安全課 ― 防災交通係 

     ①積載物の飛散防止に関すること 

     ②交通公害の防止に関すること 

  ７  保健医療課 ― 保健指導係 

     ①公害にかかる健康被害調査に関すること 
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       ８  清掃課 ― まちを美しくする係 

     ①清掃思想の普及及び啓発に関すること 

     ②環境整備の改善指導に関すること 

     ③町を美しくする指導及び実施に関すること 

     ④ごみの不法投棄の監視指導に関すること 

     ⑤ごみ等の処理に関する苦情処理に関すること 

     ⑥公共の場所等の清潔保持に関すること 

     ⑦あき地等の管理指導に関すること 

  ９  清掃課 ― 管理係 

     ①し尿等の不法処分の監視及び実施に関すること 

     ②し尿浄化槽の管理及び指導に関すること 

     ③野つぼ及び野井戸の管理に関すること 

１０  都市計画課 ― 景観推進係 

     ①風致地区内における建築等の規制に関すること 

     ②指定建築物の規制に関すること 

１１  公園緑地課 ― 緑地推進係 

     ①都市緑化の総合企画に関すること 

     ②環境緑化の事業の普及、啓発及び指導に関すること 

     ③公共施設、公共空き地の緑化に関すること 

     ④みどり監視員に関すること 

１２  下水道課 ― 計画整備係 

     ①公共下水道及び都市下水道の維持管理に関すること 

     ②環境保全条例に基づく排水処理に関すること 

１３  建築指導課 ― 開発指導係 

     ①開発行為の許可に関すること 

     ②宅地造成に関する工事の許可に関すること 

１４  生涯学習課 ― 文化振興係 

     ①文化財の保護に関すること 

     ②保護樹の指定に関すること 
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２  別府市環境保全審議会 
       別府市環境保全条例に基づき、自然環境及び生活環境の保全に関する重要な事項を

調査審議するため設置された機関です。 

       委員は 20 名以内で、学識経験者 6 名、市議会議員 4 名、民間団体の代表者 7 名、関

係行政機関の職員 3 名により構成されています。なお、同会に 4 名の専門調査委員を

委嘱しています。 

  昭和 50 年 6 月 16 日設置後、直ちに環境保全条例の施行規則案を諮問し、同年 10

月 27 日答申を受け、同年 12 月 1 日に環境保全条例が施行されました。 

 

     別府市環境保全審議会委員                        平成 18 年 3 月 31 日現在 

 職業、推せん団体等 氏  名 

会 長 大分県厚生連鶴見病院院長 明 石  光伸 

副会長 学 識 経 験 者 西 田  實 

 市 議 会 議 員 田 中  祐二 

 〃 猿 渡  久子 

 〃 萩 野  忠好 

 〃 長 野  恭紘 

 学 識 経 験 者 由 佐  悠紀 

 〃 鈴 木  絲子 

 〃 山 本  草平 

 〃 江 崎  一子 

 大 分 県 別 府 市 医 師 会 大 薮  久憲 

 別 府 商 工 会 議 所 間 島  一雄 

 別 府 市 観 光 協 会 伊 藤  秀憲 

 別 府 市 農 業 協 同 組 合 右 田  政幸 

 別 杵 速 見 森 林 組 合 荒 金  敦 

 大分県漁業協同組合 別府支店 三ヶ尻 正友 

 大分県建設業協会 別府支部 安 部  孔一 

 大分県衛生環境研究センター 粟津 記久夫 

 大 分 県 中 央 保 健 所 渡 辺  ・ 

 生 活 環 境 部 長 高 橋  徹 

   

専門調査委員  

 専 門 分 野 氏  名 

 植 物 荒 金  正憲 

 植 物 後 藤  利幸 

 植 物 小 田  毅 

 水 生 動 物 瀬戸屋 耕二 
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管理組織 

公 表 

４．計画の見直し １．計画の策定 

３．計画の点検・評価 

実行組織 
（各課所等） 

２．計画の実行 

グリーン調達実態、温室効果ガス排出量、

及び実行計画取組み実績の定期的な把握

 

３  別府市エコワーク委員会 

  率先実行を継続的に行うために、環境施策推進組織に関する要綱により管理組織として

「別府市エコワーク委員会」を設置し、実行部門を点検管理する体制を整備します。この

体制の統括者の市長に実績を報告し、市民に公表します。実行部門では、推進責任者、推

進員の指示のもと実行し、各職場の取り組み結果を「別府市エコワーク委員会」に報告し

ます。 

                                                         

 

                                         

                                         報   告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               ACTION                            PLAN  

  

 

 

                                CHECK    

               実績報告                            指  示 

 

 

 

                                                                  DO 

 

 

 

 

 

 

 

 市  長 

別府市エコワーク委員会 
〔委員長：生活環境部長、委員：部長級〕

別府市エコワーク幹事会 
〔課  長  級〕 

事  務  局〔環境安全課〕 

推  進  責  任  者〔各課長〕

各      職      員 

図表 2.3.1  別府市エコワーク推進組織図

推     進     員
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図表 3.1.2  人口・世帯数、一世帯あたり人員の推移

図表 3.1.1  最近の人口推移（資料…総務課、市民課）

第３章  環境の現状 
１  社会環境の現状 

 

（１）人口 

人口は減少傾向にありますが、世帯数は増加しています 

 

  本市の人口は、平成 17 年国勢調査（速報値）では 126,959 人（55,108 世帯）で

した。平成 18 年 3 月末現在（住民基本台帳）では 122,599 人（57,792 世帯）です。 

調査時期 人口（人） 世帯数 人/世帯 

平成 17 年国勢調査 126,959 55,108 2.30 

平成 18 年 3 月末現在 122,599 57,792 2.12 

 

  本市の人口動向は、昭和 55 年をピークに昭和 60 年以降はほぼ減少の傾向にあり

ます。一世帯あたり人口も減少しており、平成 17 年国勢調査で 2.30 人／世帯、平

成 18 年 3 月末現在で 2.12 人／世帯であり、全国的な傾向と同様、核家族化、単身

世帯の増加が急速に進んでいます。 

0

50,000

100,000

150,000

2.00

2.20

2.40

2.60

2.80

3.00

3.20

3.40

人口 123,786 133,894 136,485 134,775 130,334 128,255 126,523 126,959 

世帯 37,987 44,171 48,532 48,844 49,814 51,453 52,877 55,108 

世帯あたり人員 3.26 3.03 2.81 2.76 2.62 2.49 2.39 2.30 

昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年
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  65 歳以上の老年人口の割合は年々増加し続け、平成 17 年で 25.0％に達し、本格

的な高齢社会となっています。年少人口（0～14 歳）は出生率の低下、女性の社会

進出等を背景に減少傾向を示しています。 

年次  昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12年 平成 17年

総人口 （人） 134,775 130,334 128,255 126,518 126,959

（人） 26,023 21,184 18,055 16,203 14,878 年少人口 

（0～14 歳） （人口比率） 19.3% 16.3% 14.1% 12.8% 11.7% 

（人） 91,332 88,709 85,653 81,589 80,142 生産年齢 

人口 

（15～64 歳）（人口比率） 67.8% 68.1% 66.8% 64.6% 63.1% 

（人） 17,420 20,441 24,547 28,566 31,746 老年人口 

（65 歳以上）（人口比率） 12.9% 15.7% 19.1% 22.6% 25.0% 

 

 

（２）産業 

第３次産業の割合が高く、経年的には変化はありません 

 

  本市の産業別就業者数は、平成 12 年の国勢調査では総数 61,847 人で、第一次産

業が 1.6％、第二次産業が 16.8％、第三次産業が 81.6％の構成比となっています。 

 

事業所数は減少傾向にあり、従業員数も減少に転じました 

 

本市の事業所数は、昭和 56 年をピークに減少し続けており、平成 13 年の事業所統計調

査では 7,665 事業所です。また、従業員数は 55,708 人と、減少に転じました。

図表 3.1.3  総人口に対する各世代人口の推移
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図表 3.1.4  事業所数、従業者数の推移 （資料…事業所・企業統計調査）

図表 3.1.5  事業所数の比率 （資料…事業所・企業統計調査）

サービス業
32.1%

第2次産業
9.6%

第1次産業
0.1%

不動産業
9.1%

その他第3次産業
5.0%

卸売業・小売業
44.0%

9,969
9,610

9,042

8,549

7,665

60,225

56,949
58,102 58,464

55,708

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

事
業
所
総
数

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

従
業
者
数

（
人

）

事業所総数 9,969 9,610 9,042 8,549 7,665 

第1次産業 13 12 15 12 9 

第2次産業 1,044 924 836 830 739 

卸売業・小売業 4,860 4,622 4,306 3,844 3,373 

サービス業 2,762 2,748 2,717 2,690 2,459 

不動産業 860 886 746 739 701 

その他第3次産業 430 418 422 434 384 

従業者数 60,225 56,949 58,102 58,464 55,708 

昭和56年 昭和61年 平成3年 平成8年 平成13年
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（３）観光動向 

観光客数は持ち直してきており、横ばい傾向がみられます 

 

  平成 17 年の観光客総数は 11,735,741 人でした。（日帰り観光客 7,810,551 人、

宿泊観光客数 3,925,190 人） 

 

（４）温泉 

市営各温泉の入浴者数はやや減少しました 

 

  平成 17 年度は、各温泉別でみると、前年度より減少したところが多くあり、入

浴者総数もやや減少しております。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

年度

観
光
客
数

（
千
人

）

宿泊客数 4,174 4,040 4,059 4,021 4,048 4,052 4,006 4,001 3,921 3,925 

日帰り客数 7,385 7,300 7,262 7,651 7,802 7,940 7,854 7,635 7,646 7,811 

観光入込客数 11,559 11,340 11,321 11,672 11,850 11,993 11,860 11,637 11,567 11,736 

平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年

図表 3.1.6  観光客数 （資料…平成 17 年観光動態要覧）

0

1 0 0 ,0 0 0

2 0 0 ,0 0 0

3 0 0 ,0 0 0

4 0 0 ,0 0 0

入
浴
者
数

（
人

）

堀 田 温 泉 1 7 6 ,1 4 8  1 6 2 ,9 2 3  1 6 3 ,0 2 8  

浜 脇 温 泉 1 3 5 ,5 7 8  1 5 3 ,4 2 2  1 5 2 ,4 1 3  1 4 7 ,0 5 2  1 4 1 ,7 9 3  

柴 石 温 泉 1 1 7 ,7 7 0  1 2 0 ,9 2 7  1 1 5 ,7 3 7  1 0 9 ,6 3 8  9 1 ,6 4 8  

竹 瓦 温 泉 1 0 9 ,4 7 6  1 0 2 ,2 4 7  9 5 ,4 8 7  8 8 ,9 7 3  8 6 ,4 8 1  

不 老 泉 7 9 ,1 2 3  1 0 0 ,5 7 9  9 7 ,2 1 3  9 5 ,1 2 6  9 6 ,0 5 9  

浜 田 温 泉 9 0 ,6 1 3  8 3 ,4 2 9  8 8 ,6 2 4  8 8 ,6 3 2  

そ の 他 計 2 6 8 ,5 3 3  3 0 1 ,7 0 1  2 9 1 ,1 9 8  2 6 5 ,1 3 9  2 5 6 ,6 9 4  

合 計 7 1 0 ,4 8 0  8 6 9 ,4 8 9  1 ,0 1 1 ,6 2 5  9 5 7 ,4 7 5  9 2 4 ,3 3 5  

平 成 1 3 年 度 1 4 年 度 1 5 年 度 1 6 年 度 1 7 年 度

図表 3.1.7  市営温泉施設年度別有料入浴者数 （資料…温泉振興室） 
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（５）交通 

○交通体系 
高速交通体系の整備が進んでいます 

高速道路、空港の利用の増加傾向と船舶、鉄道、バスの伸び悩み傾向がみられます 

 
【概況】 

 本市に関係する高速自動車道としては、九州横断自動車道長崎大分線、東九州自

動車道宇佐別府線があります。 

 また、国道は本市中心市街地を南北に貫く国道 10 号や市域を東西に横断する国

道 500 号があります。 

 市内の道路網は、別府湾岸沿いを南北に走る国道 10 号を軸に、これとほぼ垂直

に西へ伸びる国道 500 号及び主要地方道・別府庄内線、そして市街地西部でこの 2

路線を南北に結ぶ主要地方道・別府一の宮線、これら 4 路線によって構成される環

状線を骨格として形成されています。 

○自動車台数 
市内の登録自動車台数は増加傾向にあります 

 平成 18 年 3 月 31 日現在の市内の登録自動車台数は、85,537 台（軽自動車・原付

含む）です。 

①概況 

  自動車交通は利用者全体に快適、利便という大きな恩恵を与える反面、一方では全国

各地で交通網の拡大、交通量の増大による大気汚染や騒音といった道路周辺の環境の悪

化を招いております。 

浜田温泉
9.6% 柴石温泉

9.9%

不老泉
10.4%

浜脇温泉
15.3%

堀田温泉
17.6%

鉄輪むし湯
2.0%

竹瓦温泉
9.4%

湯都ピア浜脇
6.8%

北浜温泉
4.6%

永石温泉
4.0%

田の湯温泉
4.6%

別府海浜砂湯
2.7%海門寺温泉

3.1%

図表 3.1.8  平成 17 年度市営温泉入浴者の比率
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  また、交通公害は世界的に問題となっている地球温暖化、オゾン層の破壊や酸性雨

など、地球的規模で悪影響を与えています。 

  本市はそうした交通公害の防止及び安全で快適な市民生活を追求するため、交通環

境の現状を的確に把捉するとともに、実態に即した諸施策を推進していきます。 

 

②対策 

   1) 交通環境の整備 

道路及び道路網の整備は交通安全に資するばかりでなく、地域周辺と調和のとれた道

路空間を創出することにより美しい町づくりに寄与し、アメニティ・タウンの構築を推

進することにつながります。また、交通に関する情報の充実を図ることによって、安全

かつ円滑なる道路交通の推進に努めています。 

 

   2) 交通安全対策の推進 

 本市では生活環境の改善のため、交通安全施策の整備、交通安全教育の充実、交通規

制の適正化等を図っています。また、高齢者・若年層を中心とした交通安全教育の推進、

強化に努めています。 

 図表 3.1.9  別府市内登録自動車台数（各年度末現在） 
（資料…九州運輸局大分運輸支局【普通自動車等】、課税課【軽自動車・原付】） 

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

台
数

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

登録台数 83,068 83,416 83,499 83,486 83,583 83,991 84,169 84,767 84,880 85,537 

普通乗用車等 45,903 46,452 46,895 46,737 46,500 46,550 46,322 46,204 45,862 45,769 

軽自動車・原付 37,165 36,964 36,604 36,749 37,083 37,441 37,847 38,563 39,018 39,768 

平成8 平成9 平成10 平成11 平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 平成17
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箇
所
数

交通安全灯 74 148 140 124 122

防護柵 8 8 8 8 11

反射鏡 78 51 71 95 105

区画線 6 7 4 9 10

歩道 1 4 1 2 2

視線誘導標 0 1 0 0 1

平成13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

図表 3.1.10  安全施設整備状況（各年度新規整備分、箇所ベース）（資料…土木課） 
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面
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（
㎡
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防護柵 1,127 362 705 300 210

区画線 5,415 7,674 6,387 700 5360

交通安全灯 74 148 140 124 122

反射鏡 78 51 71 95 105

歩道 57 1,108 109 751 936

視線誘導標 0 16 0 0 11

平成13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

図表 3.1.11  安全施設整備状況（各年度新規整備分、数量ベース）（資料…土木課） 
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D, 3.2%

I, 1.1% J, 0.1%

A, 7.7%

B, 7.1%

C, 20.0%

E, 28.2%

F, 7.4%

G, 3.8%

H, 21.4%都市
計画

区域外
32%

市街化
区域
22%

市街化
調整区

域
46%

（６）土地利用 

平坦地には宅地、山岳部や高原部には多くの自然があり、土地利用の特徴は大きく

２つに分かれています                                                 

 
 現在の土地利用としては、市街地と別府湾を覆うような形で山林等の自然が大き

く広がっており、住宅地地域と山林地域の二つのゾーンに分かれています。また、

別府湾側の平地部に住宅地が形成されており、その周辺に商業用地、公益施設用地

が点在しています。 

 

（７）土地利用法規制 

①都市計画関連の法規制 
商業地域が広く指定されていることと、市街地を取り囲むように山地部に風致地区が広

く指定されている特徴があります 
 

別府市の都市計画区域等の指定状況は下図のとおりで、特に、本市の特徴は、

商業地域が用途地域の 21.4％を占めていることで、これは全国値平均 4.0％の

約 5 倍に相当します。 

また、風致地区として、山の手・鶴見・十文字原・実相寺荘園・野田の 5 風致

地区（総面積 4,412ha）が指定されています。

図表 3.1.12  都市計画区域等の指定状況

（資料…都市計画課） 
図表 3.1.13  用途地域（市街化区域）

の決定状況（資料…都市計画課） 

A:第 1 種低層住居専用地域 
B:第 2 種低層住居専用地域 
C:第 1 種中高層住居専用地域 
D:第 2 種中高層住居専用地域 
E:第 1 種住居地域 F:第 2 種住居地域 
G:近隣商業地域 H:商業地域 
I:準工業地域 J:工業地域 
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②開発行為 

 

1) 現状と対策 

近年のモータリゼーションの進展、高度情報化社会の到来や人口の減少、高齢化社

会の進行などにより、都市の構造に変化が生じてきており、今後これらを十分に考慮

した都市づくりが必要とされています。また、地方分権の推進により地域の実状に応

じた都市計画を行っていくように平成 12 年に都市計画法の改正がおこなわれたとこ

ろであります。 

開発行為においては、無秩序な市街化を防止し、自然の保護、生活環境の保全に資

するとともに、公共・公益施設の整備を促進することによって良好な都市環境の形成

を図っていくために、開発指導要綱に即した指導協議をおこなっております。 

今後、開発行為については地区計画や建築協定等を活用するなどして、民間開発者

と行政が一体となって、秩序ある市街地整備を図り、地域特性に応じた都市構造の形

成に寄与していくことが必要と考えられます。 

 

開発行為(＊1) 宅地造成(＊2) 計 
年   度 

件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡)

平成１４年度 12 30,476 20 36,513 32 66,989 

平成１５年度 8 23,731 12 15,140 20 38,871 

平成１６年度 11 49,091 13 11,921 24 61,012 

平成１７年度 13 64,530 9 39,165 22 103,695 

＊1  都市計画法に基づく開発行為許可 

＊2  宅地造成等規制法に基づく宅地造成許可（開発行為と同一箇所を除く） 
 

 

 

開発行為(＊1) 宅地造成(＊2) 計 
用  途 

件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡）

専用住宅 7 28,794 4 2,908 11 31,702

共同住宅 1 1,572 0 0 1 1,572

店    舗 3 18,762 1 716 4 19,478

事 務 所 1 2,026 0 0 1 2,026

そ の 他 1 13,376 4 35,541 5 48,917

計 13 64,530 9 39,165 22 103,695

                               ＊１都市計画法に基づく開発行為許可 

                               ＊２宅地造成等規制法に基づく宅地造成許可（開発行為と同一個所を除く） 

 

 

 

図表 3.1.14  平成 17 年度宅地開発許可状況（平成 18 年 3 月 31 日調査）（資料…建築指導課） 

図表 3.1.15  平成 17 年度宅地開発建物等用途別許可状況（平成 18 年 3 月 31 日調査） 
（資料…建築指導課） 
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開発行為(＊1) 宅地造成(＊2) 計 
区  域 用途地域 

件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡)

第1種低層住居専用地域            0 0 0 0 0 0

第2種低層住居専用地域            3 5,338 1 374 4 5,712 

第 1 種中高層住居専用地域 0 0 3 6,078 3 6,078 

第 2 種中高層住居専用地域 0 0 1 641 1 641 

第 1 種 住 居 地 域            2 10,489 1 27,391 3 37,880 

第 2 種 住 居 地 域            3 15,168 0 0 3 15,168 

近 隣 商 業 地 域            0 0 2 2,118 2 2,118 

商 業 地 域            4 20,159 1 2,563 5 22,722 

準 工 業 地 域            0 0 0  0 0

市 街 化 区 域        

工 業 地 域            0 0 0  0 0

市街化調整区域  1 13,376 0  1 13,376 

計 13 64,530 9 39,165 22 103,695 

                                ＊1 都市計画法に基づく開発行為許可 

                                ＊2 宅地造成等規制法に基づく宅地造成許可（開発行為と同一箇所を除く） 

 

 

 

③その他の法規制 

 
自然公園が指定されている他、温泉関係の保護規制が地域指定されています 

 

内成・東山・天間地域において農業振興地域及び農用地区域が指定されていま

す。また、市街地周辺の森林地域では、広い範囲で保安林が指定されています。 

自然公園は、鶴見岳・由布岳一帯の阿蘇くじゅう国立公園が指定されています。 

その他では、温泉法に基づき温泉保護規制が図られ、市街地南部及び北部一帯

が保護地域に、また、別府温泉周辺、鉄輪温泉周辺等が特別保護地域にそれぞ

れ指定されています。 

 

（８）公園緑地 

 

現在、いくつか整備中のものがあります 

 

 本市の公園及び緑地は、都市計画による公園 30 ヵ所、開発行為及びその他の公

園 97 ヵ所、チビッコ広場 31 ヵ所、合計 158 ヵ所（85.29ha）です。平成 18 年 3 月

31 日現在の市民一人あたりの公園面積は、6.99 ㎡です。現在の公園・緑地の整備

図表 3.1.16  平成 17 年度宅地開発用途地域別許可状況（平成 18 年 3 月 31 日調査） 
（資料…建築指導課） 
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率は 21％です。 

 なお、緑のマスタープラン（平成 7 年 3 月策定）においては、目標年次の平成 22

年における公園緑地等の整備目標は、都市計画区域内で 24.76 ㎡/人、市街化区域

内で 20.90 ㎡/人としています。 

 

みどり監視員 

 

別府市環境保全条例に基づき、市長がみどり監視員を委嘱します。監視員は市内各担当

区の保護地区・保護樹等の自然環境の監視、並びに環境緑化推進の指導にあたり、その結

果を報告書にまとめて毎月提出しています。また、各種緑化行事にも参加、協力していま

す。（参考資料 12） 

 

種    別 箇所数 延面積（ha） 備    考 

街 区 公 園          16 4.90  

近 隣 公 園          7 8.26  

地 区 公 園          1 6.38  

総 合 公 園          2 38.14  

運 動 公 園          1 12.41  

特 殊 公 園          1 4.62  

緑 道          2 1.66  

チ ビ ッ コ 広 場          31 2.92  

開発行為による公園 94 4.67  

そ の 他          3 1.33  

計 158 85.29  

（一人あたりの公園面積  6.99ｍ２） 

 

 

箇所数 124 

高 木 5,456 

中 木 4,272 

低 木 100,348 

合 計 110,076 

 

図表 3.1.17  公園の状況（平成 18 年 3 月 31 日現在）（資料…公園緑地課） 

図表 3.1.18  公園内の樹木数（平成 18 年 3 月 31 日現在）（資料…公園緑地課） 



 19

 

 

（９）レクリエーション施設 

温泉、レジャー、文化施設など多種多様なレクリエーション施設があります 

 

 本市のレクリエーション施設観光資源は、西部の山地部のレクリエーション施設

と東部の温泉街の二つに大きく分かれています。 

 市内には、別府温泉・浜脇温泉・観海寺温泉・堀田温泉・亀川温泉・柴石温泉・

鉄輪温泉・明礬温泉のいわゆる“別府八湯”があり、それぞれ温泉街を形成してい

ます。 

 また、観光資源でもある温泉資源を活かしたいわゆる“地獄めぐり”があり、鉄

輪地区を中心に 10 ヵ所以上の“地獄”を有しています。 

 鉄輪地区、観海寺地区等の山裾部に立ち昇る“湯けむり”は、本市にとって、自

然的シンボルであるだけでなく、温泉情緒を醸し出す大切な観光資源ともなってい

ます。 

0

50 ,0 0 0

100 ,0 0 0

150 ,0 0 0

200 ,0 0 0

本
数

（
本

）

45

46

47

48

49

50

箇
所
数

箇 所 合 計 46 47 47 47  4 7  

国 道 67 ,9 56  6 7 ,9 5 6  6 7 ,9 9 4  7 1 ,4 7 1  6 7 ,9 0 8  

県 道 15 ,6 02  1 5 ,6 0 2  3 2 ,1 2 1  2 3 ,6 8 4  2 7 ,7 1 4  

市 道 38 ,3 34  3 8 ,2 7 3  3 8 ,0 7 3  2 3 ,9 0 9  2 3 ,8 7 6  

合 計 121 ,8 9 2  1 21 ,8 3 1  1 38 ,1 8 8  1 19 ,0 6 4  1 19 ,4 9 8  

平 成 13
年 度

14年 度 15年 度 16年 度 17年 度

図表 3.1.19  街路樹数の植樹場所と本数（平成 18 年 3 月 31 日現在）（資料…公園緑地課） 
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２  自然環境の現状 

 

（１）気象 

一年中比較的温暖な気候です 

 

 本市の気候は、瀬戸内海性気候に属し、年間の平均気温は 16℃から 17℃と温暖

で、年間降水量は平均で 1,800mm から 1,900mm です。風は平均して 1.8ｍ程度で、

おおむね冬季は北西風、夏季は南東風が多くなっています。 

 

（２）地形・地質 

別府市は九州の地殻変動や火山活動を考える上で非常に重要な地域で、別府湾に向けて西

から東へ緩やかに傾斜する扇状地上に市街地が広がっています 

 

 別府市の地形は、西側の由布岳、鶴見岳等の火山群から東側の別府湾に向けて緩

やかに傾斜する扇状地となっています。特に別府市の地質は火山活動の歴史でもあ

り、火山の存在なしには別府市を語ることはできません。 

  この地域には新生代に大きな火山活動が少なくとも 4 回あり、第一期の火山活動

では実相寺山や亀川西方の丘を、第二期は御越山・福万山を、第三期は立石山・飛

岳・水口山・高崎山及び高平山を、第四期には由布岳・鶴見岳・伽藍岳などの大き

なトロイデを作ったとされています。その他の背後地の山々も第三期から第四期に

かけての火山活動によって形成されたと考えられています。 

 また、由布岳 1,584ｍ、鶴見岳 1,375ｍ、内山 1,275ｍ、大平山 792ｍ等の山並

みが、扇状地を取り囲むように別府湾に面して迫っており、海と山のパノラマ的な

別府湾の眺望景観を印象づける地形的特質ともなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 3.2.1 別府地域の地形 
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（３）河川・水系 

本市の河川の多くは、扇状地地形を一気に流れ、別府湾に注いでいます 

 

 本市を流れる河川は、朝見川、境川、春木川などの 2 級河川があり、その河川の

多くは、斜面の急な扇状地地形を一気に流れ別府湾に注ぐのが特徴ですが、いずれ

も保水力に乏しく豪雨時には過去しばしば災害をもたらしてきました。 

 

（４）海域 

本市海岸部は、比較的自然海岸が少なく、藻場も少ないです 

 

 別府湾は瀬戸内海沿岸域の伊予灘西部に当たる海域に位置しており、この海域は、

比較的水質も底質も良好で、自然的な海岸線も多く残っていますが、干潟や藻場が

多く消滅している海域でもあります。 

  別府湾に面した本市海岸部は、特に自然海岸や干潟、藻場の少ないところです。 

 

（５）温泉 

源泉数、泉質、湧出量ともに全国有数の温泉地です 

 

 本市の温泉は、阿蘇火山帯に連なる鶴見岳、伽藍岳を起点として、ほぼ東西にそ

の温泉脈が走っており、活動源泉数 2,843 孔、湧出量は毎分 95,534L に及び、全国

の市町村の中で有数の温泉地となっています。しかし、泉源の新規開発が行われる

一方で、動力装置による多量の温泉水の採取による温泉水位の低下が懸念されます。 

 

温泉源泉数や湧出量の変化はほとんどありません 

 

 湧出量は徐々に増える傾向にありますが、それほど大きな変化は見られません。

また、温泉源泉数はわずかに減る傾向にあります。 
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（６）自然環境の保護 

  市内各地に点在する良好な自然環境を保全、維持していくために、保護活動や保護樹の

指定を行っています。その対象物は渓谷、湿原、巨樹、並木、植物の生息地に至るまで多

種多様です。そこで、本市では自然分野に造詣の深い市内在住の学識経験者を別府市環境

保全審議会の中の専門調査委員として委嘱し、各専門分野から所見、調査報告をしていた

だいています。そして、別府市環境保全審議会の中でその所見等を参考にして保護地域、

保護樹等の指定・解除を行っています。 

※別府市環境保全条例の規定により、次の 3 分野で保護すべき地区及び樹木の指定を行っ

ています。 

• 自然環境保護地区：  良好な自然環境を有する山林、渓谷、池沼、草原、海浜等（史跡、

名勝及び天然記念物を含む）で、その自然環境を維持するため保護

することが必要な地区。 

• 生物環境保護地区：  野生動物の生息地（渡来地及び繁殖地を含む）または植物の生息

地で、その動植物の保護又は繁殖を図るため保護することが必要な

地区。 

• 保 護 樹：  市民に親しまれ、または由緒由来がある樹木並びに樹林で、美観

風致を維持するため保護することが必要な樹木並びに樹林。 

 

  なお、現在まで指定した物件は「参考資料 9  保護地区指定物件一覧表」のとおりです。

保護地区の指定候補となる物件には公有、共有、私有と様々な様態があり、所有者の方か

らその指定申請がある反面、諸般の事情から指定に応諾してもらえないケースもあり、そ

2 ,8 3 0

2 ,8 3 5

2 ,8 4 0

2 ,8 4 5

2 ,8 5 0

全
孔
数

94 ,0 0 0

9 4 ,5 0 0

9 5 ,0 0 0

9 5 ,5 0 0

9 6 ,0 0 0

全
湧
出
量

（
?
/

分

）

利 用  孔 数 未 利 用  孔 数 全  湧 出 量 全  孔 数

利 用  孔 数 2 ,4 1 6  2 ,4 1 6  2 ,4 1 3  2 ,4 1 4  2 ,4 1 8  2 ,4 1 5  2 ,4 1 3  2 ,4 1 3  2 ,4 1 3  2 ,4 1 3  

未 利 用  孔 数 4 3 4  4 3 3  4 3 3  4 3 3  4 3 0  4 3 0  4 2 8  4 2 5  4 2 5  4 2 5  

全  湧 出 量 9 4 ,9 6 7  9 4 ,9 3 8  9 5 ,0 2 8  9 5 ,1 3 7  9 5 ,4 3 4  9 5 ,4 2 3  9 5 ,3 3 0  9 5 ,2 8 4  9 5 ,2 8 4  9 5 ,5 3 4  

全  孔 数 2 ,8 5 0  2 ,8 4 9  2 ,8 4 6  2 ,8 4 7  2 ,8 4 8  2 ,8 4 5  2 ,8 4 1  2 ,8 3 8  2 ,8 3 8  2 ,8 4 3  

平 成 8
年 度

9 年 度 1 0 年 度 1 1 年 度 1 2 年 度 1 3 年 度 1 4 年 度 1 5 年 度 1 6 年 度 1 7 年 度

図表 3.2.2 温泉源泉数と湧出量の推移（資料…別府県民保健福祉センター報） 
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の指定については難しい面も含んでいます。 

  人間の開発（活動）は昔に比べて年々大規模化していることから、地域的な開発（活動）

であっても、その影響が地球的規模で大きく広がることが考えられます。殊に現代の社会

情勢の中、複雑化した環境問題解決のため、新しい諸施策の展開がなお一層求められるこ

とでしょう。 

   このような地球的課題を抱えた現代、地球の住民の一人として私たち別府市民は自然の

豊かさに甘えるのではなく、別府というまちを具体的かつ正確に理解し、生活環境、自然

環境をより豊かなものにするため熟慮断行していかなければなりません。別府のまちが持

っている、世界に誇れる環境を認識し、その環境を生かしつつ人や他の生物にもやさしい、

別府独自の新しいライフスタイルを創造していくことが必要だと考えます。 

  そこで、本市は自然保護施策の推進、各種イベント等を開催することにより、本市の環

境保全意識の高揚と環境保全知識の普及になお一層尽力していきたいと思います。 

 

（７）自然景観 

湯けむり、山と海の織りなす全国的にも稀でダイナミックな自然景観を有しています 

 

 別府らしさを印象づける自然景観として、別府湾奥に広がる海と扇状地形を取り

囲む山並みのダイナミックな眺望景観ともなっている自然景観、別府の風情ある風

物詩でもある山並みを背景に立ち上る湯けむりの景観があげられます。 

 また、上人ヶ浜、関の江海岸の自然海岸は、別府市に残された唯一の砂浜、礫浜

海岸で、海岸植物の生育する場でもあります。 
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３  快適環境の現状 

 

（１）緑化アメニティ 

市民と行政のパートナーシップにより都市緑化の運動が行われています 

 

 本市では、従来の樹木を中心とした緑化推進運動に加え、昭和 63 年度より都市

環境緑化の一環として行政と市民参加による「フラワーシティ別府」運動をすすめ

ています。 

 この運動は、花の咲きこぼれる都市づくりを目標に、公園・街路・緑地等の緑化

空間に花のある街づくりを推進する運動で、市内の公園や街路等に植栽をすすめて

います。 

  また、神楽女湖菖蒲園や南立石公園のしだれ梅など、花の名所づくりを進めてい

ます。 

  今後も上記のような運動を積極的に展開し、国際観光温泉文化都市にふさわしい

花と緑に囲まれた住みよい都市づくりを進めるため平成 17・18 年の２ヵ年で「別

府市緑の基本計画」を策定中です。 

 

（２）親水アメニティ 

親水性の高い魅力あるウォーターフロントの創出に取り組んでいます      

  別府港の北浜、餅ヶ浜、上人ヶ浜地区では、防災機能の向上に加え、レクリエー

ションや親水アメニティ、水辺の生きものの生息環境にも配慮した海とのふれあい

の場づくりを目指した海岸事業が予定されています。 

 

（３）景観 

別府市は平成１７年４月１日に景観法に基づく景観行政団体となりました 

 

 都市、農山漁村における良好な景観の形成を促進するため、景観計画の策定その

他の施策を総合的に講ずることにより、美しく風格のある国土の形成、潤いのある

豊かな生活環境の創造及び個性的で活力のある地域社会の実現を図ります。 

①別府市環境保全条例による指定建築物制度について 
建築物等の建築によって起こる周辺住民との紛争防止、公害のない円滑な建設作業の

推進等のため、高さ 15 メートルを超える中高層建築物・工作物（以下指定建築物等と

いう）を建設しようとする建築主は、環境保全条例により、建築基準法による建築確認

申請をする前に、「駐車場の確保」「電波障害や建築作業中の振動・騒音等の公害対策」

及び「近隣関係者への計画説明会」等について、「指定建築物建築計画書」等を市に申

請しなければなりません。市はその内容について審査し環境保全条例に適合の旨の通知

を出し、それに基づいて建築主は建築確認申請を行う事としています。 
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②指定建築物の申請状況の推移 
      上記条例及び施行規則（昭和 50 年 12 月 1 日）の施行以来 497 件の申請が出ていま

す。 

      過去 5 年間の申請状況をまとめると図表 3.3.1 のようになります。 

  

   また、平成 17 年度における指定工作物の申請状況は 7 件でした。 

 

別府市地域環境美化条例が制定されました 

 観光都市としての美しい玄関口を確保するために、空き缶、吸い殻などの散乱防

止と自転車の放置防止を目指して、別府市地域環境美化条例が平成 13 年 4 月 1 日

に施行されました。 

  市民・事業者・市役所それぞれの役割を、図表 3.3.2（次ページ）に、また、こ

の条例による規制及び指定地域を参考資料 22 に、それぞれ示しました。 

0

5

10

15

20

申
請
件
数

15m以上20m未満 20m以上30m未満 30m以上 総計

15m以上20m未満 4 3 0 0 4

20m以上30m未満 8 4 3 2 2

30m以上 4 2 2 5 2

総計 16 9 5 7 8

平成13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

図表 3.3.1  過去 5 年間の指定建築物高さ別申請件数推移（資料：都市計画課） 
（備考：平成 15 年度の「30m 以上」の申請件数 2 件のうち 1 件は増築申請） 



26 

図表 3.3.2  地域環境美化条例における市民・事業者・市役所の取組み

 

 

 なお、平成 16 年に、県において「美しく快適な大分県づくり条例」が制定され、

当市においても全域がこの条例の指定地域となりましたが、県と市の各条例相互の

整合性を図るため、別府市においては、市の条例に定める規定が優先して適用され

ることになります。 

 

（４）歴史文化財 

歴史的建造物、史跡など多くの歴史文化財が点在しています 

 

 市内には、建造物、工芸品をはじめとする多くの国、県、市の指定を受けた有形

文化財が保存されています。 

  また、史跡や天然記念物も文化財指定されており、国史跡では、鬼の岩屋古墳が

挙げられ、天然記念物では、鶴見の坊主地獄や鶴見権現社のイチイガシ林などが挙

げられます。 

  これら歴史文化財は、市民や観光客にとって、別府市の特徴である温泉や自然、

歴史などを知る貴重な遺産となっています。 

 
地域環境美化条例の役割

＜事業者＞ 
①地域の環境に充分配慮

し調和した事業活動に努

めましょう。 
②空き缶・吸い殻等の投

げ捨てを防止し、放置自

転車の防止策に努めまし

ょう。 
③条例の目的を達成する

ために、市が行う施策に

協力しましょう。 

＜市民＞ 
①地域の清掃活動など、

環境にやさしい生活行動

をとりましょう。 
②空き缶・空きビン、紙

くず、たばこの吸い殻、

ガムなどを投げ捨てない

ようにしましょう。 
③自転車を長期間放置し

ないようにしましょう。 
④条例の目的を達成する

ために、市が行う施策に

協力しましょう。 

＜市役所＞ 
①空き缶・吸い殻等の投

げ捨てを防止し、自転車

の放置防止を図る施策を

策定し、実施します。 
②市民・滞在者および事

業者の意識の啓発に努め

ます。 
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４  生活環境の現状 
 

（１）大気質 

 大気汚染とは、事業活動や生活活動に伴って排出される硫黄酸化物・粉じん・窒素酸

化物などにより大気が汚染されることをいい、これらの汚染物質が人の呼吸作用により

体内に取り入れられることで直接的に悪影響を与えます。また、大気中での光化学反応

によりこれらの一次汚染物質から二次汚染物質が生じ、その二次汚染物質による複合汚

染も危惧されています。 

 

①本市の大気の概況 
本市における大気汚染の測定は、県において、青山中学校（大字別府 3088－1）に自

動測定装置を設置し大気の常時監視を行っています。この測定局では浮遊粒子状物質の

ほかに自動車排出ガスも原因の一つとされる窒素酸化物の測定を行うとともに、その窒

素酸化物によって複合的に発生する二次汚染物質・光化学オキシダントの測定も行って

います。昭和 53 年度からはテレメータ化され緊急体制の整備も図られています。 

測定結果を総合すると、本市の大気は概ね良好といえます。しかし、地球温暖化防止

対策推進法が平成 10 年 10 月に公布されるなど、日本をはじめ世界的な取り組みが進行

する中、ますます大気汚染防止に関する施策の推進が求められています。 

 

②風向・風速測定 
本市では青山中学校で大気汚染測定と同時に、平均風速 10m／s 以下の風を観

測しています。青山中学校では、鶴見岳から境川に沿って一種の谷風のような

陸風の影響を受けています。 

 

二酸化硫黄濃度は基準を達成しています 

 

二酸化硫黄は亜硫酸ガスとも言われ、石炭や重油中の硫黄が燃焼することによって生成

され大気中に入ります。人体に有害な刺激臭を伴うガスで、水に溶けて亜硫酸になったり、

大気中で酸化されて三酸化硫黄になり雨に溶けて硫酸になって酸性雨の原因になったりし

ます。 

現在は、青山中学校で測定を行っています。過去 10 年間の二酸化硫黄濃度の経年変化

（年平均値、平成 11 年度までは別府市児童館のデータを含む）を図表 3.4.1 に示し、環境

基準に対比させた結果を図表 3.4.2 に示しました。両測定局とも短期的評価及び長期的評

価で基準を満足しています。 
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有効 

測定 

日数 

測定 

時間 
年平均値

1時間値が 

0.1ppm を超えた

時間数とその割合

日平均値が 

0.04ppm を 

超えた日数と 

その割合 

1時間値の 

最高値 

日平均

値の

2％除外

値 

測定局 
用途 

地域 

日 時間 ppm 時間 ％ 日 ％ ppm ppm 

青山 

中学校 

第 2種 

住居 
365 8,728 0.006 0 0 0 0 0.045 0.012

（資料…大分県環境保全課） 

  備考１  日平均値が 0.04ppm を超えた日が 2日以上連続したことはない。 

  備考２  環境基準の長期的評価による日平均値が 0.04ppm を超えた日数はない。 

 

 

二酸化窒素に係る環境基準を達成しています 

 
窒素酸化物は空気中での高温燃焼に伴って必然的に発生するものであり、工場だけでな

く、自動車、家庭用暖房器具等のごく身近なものからも発生する可能性があります。特に、

二酸化窒素は気管支炎などの呼吸器系の障害を引き起こすことがあり、それについて環境

基準が定められています。 

現在、青山中学校に自動測定装置が設置され、窒素酸化物濃度の測定が行われておりま

す。経年変化表を図表 3.4.3 に示し、平成 17 年度の結果を図表 3.4.4 及び図表 3.4.5 に示

しました。 

現在のところ、二酸化窒素に係る環境基準を達成しています。

0

0.001

0.002

0.003

0.004

0.005

0.006

0.007

0.008

濃
度

(

p
p
m

)

別府市児童館 青山中学校

別府市児童館 0.007 0.006 0.006 0.005

青山中学校 0.006 0.006 0.006 0.006 0.007 0.004 0.005 0.005 0.005 0.006

平成8
年度

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

図表 3.4.1 二酸化硫黄濃度の経年変化（青山中学校測定局、 
平成 11 年度までは別府市児童館のデータを含む） 

二酸化硫黄（ＳＯ2）の環境基準：・１時間値の１日平均値…0.04ppm 以下 
 かつ   ・１時間値…0.1ppm 以下 

図表 3.4.2 平成 17 年度  二酸化硫黄の環境基準対比表
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有効

測定

日数

測定 

時間 
年平均値

日平均値が 

（0.04ppm 以上

0.06ppm 以下）の

日数とその割合

日平均値が 

0.06ppm を超えた 

日数とその割合 

1 時間値 

の最高値 

日平均値

の年間

98％値
測 定 局     

日 時間 ppm 日 ％ 日 ％ ppm ppm 

青山中学校 365 8,741 0.011 0 0 0 0 0.064 0.030 

（資料…大分県環境保全課） 

備考 1   1 時間値が 0.2ppm を超えた時間はない。 

備考 2   1 時間値が 0.1ppm 以上 0.2ppm 以下の時間はない。 

 

 

 

有効 

測定 

日数 

測定 

時間 
年平均値 

1 時間値 

の最高値 

日平均値の 

年間 98％値 

年平均値 

NO2/(NO＋NO2) 測定項目 

日 時間 ppm ppm ppm ％ 

一酸化窒素 365 8,741 0.004 0.115 0.014 － 

窒素酸化物 

（NO＋NO2） 
365 8,741 0.015 0.161 0.043 76.3 

（資料…大分県環境保全課） 

 

図表 3.4.3 窒素酸化物濃度の経年変化（青山中学校測定局）

二酸化窒素（ＮＯ2）の環境基準： ・１時間値の１日平均値…0.04～0.06ppm のゾーン内 
                        またはそれ以

二酸化窒素（ＮＯ2）の環境基準：・１時間値の１日平均値…0.04～0.06ppm のゾーン内 
 またはそれ以下

図表 3.4.4 平成 17 年度 二酸化窒素の環境基準対比表

図表 3.4.5 平成 17 年度 一酸化窒素、窒素酸化物の年間測定結果（青山中学校測定局） 

0

0.002

0.004

0.006

0.008

0.01

0.012

0.014

0.016

0.018

0.02

濃
度

(

p
p
m

)

二酸化窒素 一酸化窒素 窒素酸化物

二酸化窒素 0.012 0.012 0.012 0.012 0.014 0.012 0.012 0.013 0.012 0.011

一酸化窒素 0.004 0.004 0.005 0.004 0.004 0.004 0.004 0.004 0.003 0.004

窒素酸化物 0.015 0.016 0.017 0.016 0.018 0.016 0.016 0.017 0.015 0.015

平成8年
度

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
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浮遊粒子状物質に係る環境基準を達成しています 

 

 大気中に含まれる浮遊粒子状物質は、工場・事業場・交通機関などから排出されるばい

じんや粉じんなどの人為的な発生のほか、風による土砂の舞い上がりや火山の噴煙などの

自然的要因によっても発生します。浮遊粒子状物質は、粒径が小さいものは大気中に比較

的長時間滞留し、人の呼吸作用によって肺まで到達して沈着し高濃度で呼吸器系に悪影響

を及ぼすことから、粒径が 10μm 以下のものについては環境基準が定められています。 

図表 3.4.6 に月別の測定結果を、図表 3.4.7 に環境基準対比表を示しました。 

  浮遊粒子状物質は、平成 16 年度は、短期的評価及び長期的評価とも基準を達成

しました。 

 

 

 

 

有効 

測定 

日数 

測定 

時間 
年平均値

1時間値が 

0.20mg／m3を

超えた時間数と

その割合 

日平均値が 

0.10mg／m3を 

超えた日数と 

その割合 

1 時間値 

の最高値 

日平均値

の 2％ 

除外値
測定局 

用途 

地域 

日 時間 mg／m3 時間 ％ 日 ％ mg／m3 mg／m3 

青山 

中学校 

第 2種 

住居 
364 8,710 0.021 0 0 0 0 0.151 0.047 

（資料…大分県環境保全課） 

備考 1   日平均値が 0.10 mg／m3を超えた日はなかった。 

備考 2   環境基準の長期的評価による日平均値が 0.10mg／m3を超えた日はなかった。 

浮遊粒子状物質の環境基準： ・１時間値の１日平均値…0.1mg/m3以下    かつ 
       １時間値…0.2mg/m3以下 

0.000

0.010

0.020

0.030

0.040

単
位
重
量

(

㎎
／
・

)
浮遊粒子状物質 0.027 0.023 0.027 0.031 0.023 0.020 0.017 0.018 0.007 0.016 0.015 0.021 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

図表 3.4.6 平成 17 年度  浮遊粒子状物質の月別変化表（青山中学校測定局） 

図表 3.4.7 平成 17 年度  浮遊粒子状物質の環境基準対比表（青山中学校測定局） 



31 

 

光化学オキシダントの環境基準を超えた日がありました 

 

 光化学オキシダントは、大気中の窒素酸化物と炭化水素類などが紫外線により光化学反

応を起こして生成されます。その大部分はオゾンで、ＰＡＮ（パーオキシアセチルナイト

レート）や二酸化窒素などが含まれる酸化性物質です。 

  高濃度では目やのどなどを刺激するばかりでなく、植物にも悪影響を与えます。 

  光化学オキシダント濃度の経年変化表を図表 3.4.8 に示し、環境基準との対比結果を図

表 3.4.9 に示しました。 

  春、夏など日照が強く風が弱いときには汚染物質が停滞し拡散されないため紫外

線によって光化学オキシダントの反応が進むようです。 

 平成 17 年度は、環境基準を超えた日が合計 78 日ありました。 

 

 

 

昼間測

定日数

昼間測定 

時間数 

昼間の 1時間値が

0.06ppm を超えた 

日数と時間数 

昼間の 1時間値が

0.12ppm 以上の 

日数と時間数 

昼間の 

1 時間値の 

最高値 

昼間の

日最高

1時間

値の年

平均値

測定局 

日 時間 日 時間 日 時間 ｐｐm ｐｐm

青山中学校 365 5,419 78 406 0 0 0.098 0.045

（資料…大分県環境保全課） 

 

図表 3.4.8 光化学オキシダント濃度の経年変化（青山中学校測定局） 
（測定値は昼間【5～20 時】の 1 時間値の年平均値を示したもの）

光化学オキシダントの環境基準： ・１時間値…0.06ppm 以下

0 .000

0 .005

0 .010

0 .015

0 .020

0 .025

0 .030

0 .035

0 .040

濃
度

（
p
p
m

）

青 山 中 学 校

青 山 中 学 校 0.032  0 .031  0 .034  0 .031  0 .029  0 .028  0 .030  0 .031  0 .034  0 .031  

平 成 8
年 度

9年 度 10年 度 11年 度 12年 度 13年 度 14年 度 15年 度 16年 度 17年 度

図表 3.4.9 平成 17 年度光化学オキシダント濃度の環境基準対比表
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自動車交通に関する項目について、大気環境に係る基準を満足しています 

①自動車排出ガス調査結果 
  県において、大気環境監視の一環として、市内主要幹線道路沿いの 1 地点で、自

動車排出ガスによる汚染状況の実態把握を行っています。調査項目は一酸化炭素、

窒素酸化物、浮遊粒子状物質等です。その結果については、図表 3.4.10 に示して

います。環境基準を満足しています。 

場  所 永石通交差点 環境基準 

調 査 年 月 日 H17.6.8～6.15  

気 象 概 況 最 多 風 向 ・ 出 現 頻 度 （ ％ ） SSE（21）  

1 日 平 均 値 1.0  

1 日 平 均 値 の 最 大 値 1.0 10 

8 時 間 平 均 値 0.9  

一 酸 化 炭 素

（ppm） 

8 時 間 平 均 値 の 最 大 値 1.1 20 

N O 2    1 日 平 均 値 0.031  

NO2   1 日平均値の最大値 0.035 0.04～0.06 
窒 素 酸 化 物

（ppm） 
N O  1 日 平 均 値 0.037  

1 日 平 均 値 0.037  

1 日 平 均 値 の 最 大 値 0.052 0.10 
浮遊粒子状物質 

（mg／m3） 
1 時 間 値 の 最 大 値 0.088 0.20 

       （資料…大分県環境保全課） 

 

②ベンゼン等の有害大気汚染物質の測定 

  環境基本法第 16 条第 1 項の規定に基づき、ベンゼン、トリクロロエチレン及び

テトラクロロエチレンについては平成 9 年 2 月 4 日に、ジクロロメタンについては

平成 13 年 4 月 20 日に環境基準が定められたことにより、県において別府市北浜中

継ポンプ場（北浜 1 丁目 818-386、測定地点：沿道）にて上記の物質を含む有害大

気汚染物質の実態調査を実施しました。 

  環境基準を満足しています。（図表 3.4.11、前述の環境基準は車道その他一般公

衆が通常生活していない地域又は場所については適用されません。） 

（単位：μg／m3） 

調 査 項 目 北浜中継ポンプ場 環境基準 

ベ ン ゼ ン 2.7   3.0 

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.041 200 

テトラクロロエチレン 0.077 200 

ジ ク ロ ロ メ タ ン 0.72 150 

備考    平均濃度については、各調査項目ともに 12 回調査を行い求めたもの    （資料…大分県環境保全課） 

 

図表 3.4.10 主要交差点における自動車排出ガス調査結果（平成 17 年度）

図表 3.4.11 平成 17 年度有害大気汚染物質の調査結果
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（２）水質 

温泉排水や生活排水の流入と、河川の自浄作用が十分でないため、水質汚濁につながって

います 

水質汚濁とは、人の健康に直接被害を与える重金属等の有害物質や生活環境に被害を生

ずる恐れのある物質が河川や海に流れ込み、その結果その水質や底質が悪化することを言

います。 

  本市は全国有数の温泉観光地であるため、ホテル・旅館等からの温泉排水が河川に流入

し、また公共下水道未整備地域の一般家庭からの生活雑排水が河川に流されることで河川

の水質汚濁につながっています。また、市街地の背後に鶴見岳がそびえ、前面には別府湾

が広がる扇状地という地形と、河川の流長が短いため降った雨や排水が水の浄化作用を十

分に受けることなく短時間で海に到達することも、水質汚濁の原因となっています。 

 

  一般家庭から排出される生活雑排水は、食生活や生活様式の多様化により、その質・量

ともに変化し、河川や海の汚れの原因として問題となっています。そのために種々の対策

が取られてきました。その一環として、下水道事業認可区域外で合併処理浄化槽を設置す

る者へ補助金を交付することによって、し尿と生活雑排水とを併せて処理できる合併処理

浄化槽の普及促進に努めてきました。 

 

①公共下水道の進展 
1) 現  況 

本市の排除方式は分流式であり、汚水は公共下水道汚水管へ、雨水は道路側溝、水路、

雨水路、雨水渠へ放流されています。汚水の公共下水道普及率は平成17年度末で59.6％

であり、公共下水道の整備を推進しています。 

また、本市の汚水排除については近年、瀬戸内海の水質の保全、自然景観の保全等を

図るべき環境基準が定められ、公共用水域の汚濁防止が問題となり、これに対処するた

め昭和 49 年 10 月より活性汚泥法による高級処理を行う終末処理場（中央浄化センター

計画人口 118,000 人・処理能力 117,300ｍ３／日）の建設に着手、昭和 54 年 3 月には

その一部が稼働（24,000ｍ３／日）し、平成 7 年度末には増設工事が完成し処理能力が

70,380ｍ３／日になりました。 

雨水設備については、都市下水路事業と水路整備、雨水渠整備を推進しており、都市

下水路事業は完成しておりますが、水路整備、雨水渠整備は局部的な整備が多く、豪雨

時には浸水被害が見受けられます。 

また、郊外地域でも開発行為等により都市化が急速に進んでおり、そのため家庭汚水

の排出量も増加し、農業用水路、河川、一般水路の汚染に対する環境整備が望まれる状

況です。 

 

2) 計  画 
本市の下水道計画は、戦後米軍が駐留して使用した施設を昭和 26 年に譲り受け、こ

れを基盤として昭和 27 年 3 月に別府国際観光温泉文化都市建設計画に基づき公共下水

道排水区域（山の手排水区域 235.4ha）を決定し事業に着手したのが近代的下水道事業

の始まりです。その後、新都市計画法の施行を契機に逐次検討を加え現在市街化区域を
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公共下水道排水区域として定め、この一部（1,797ha）の区域について事業認可を受け

面整備を進めています。 

 

3)進捗状況 

平成 15 年度からは第 9 次五箇年計画を進めて、普及を図っております。 

また、雨水による浸水被害箇所の解消対策として、公共下水道の雨水計画と都市下水

路事業によって整備を行っており、都市下水路（春木 1 号、扇山 1 号、鉄輪、北中）に

ついては昭和 54 年度末に完成しました。 

平成 7 年度以降の下水道整備率の推移を図表 3.4.12 に示しました。 

 

 

②し尿・生活雑排水の処理 
1) 現  況 

本市のし尿処理は、公共下水道事業の進展及び浄化槽とともに、年々減少してきました。

しかし、浄化槽の清掃により排出される浄化槽汚泥の処理は増加してきているので、し尿

処理場の全体の処理量は、近年変化はありません。 

  最近では建築基準法や浄化槽法の改正が行われ、単独処理浄化槽が廃止されたので、今

後は合併処理浄化槽の設置のみが可能となりました。したがって今までに設置されてきた

単独処理浄化槽をいかに早く合併処理浄化槽へ切り替えていくかが重要な課題となってき

ています。 

  また浄化槽は保守点検や定期的な清掃など、適正な管理を行うことによって、はじめて

処理機能を維持できます。浄化槽パトロールを実施することによって、浄化槽の適正管理

の方法を指導し、環境の保全に努めていきます。 

図表 3.4.12 下水道整備率の年次推移（各年度末現在）（資料…下水道課）
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 本市では、公共下水道・浄化槽の普及により水洗化が進んでおり、特に、生活の

質的水準を表す指標である水洗化率は、本市は 97.7％となっており、このうち浄化

槽処理が大きく貢献しています。 

  ※下水道と相当の効果の合併処理浄化槽は共同住宅・ホテル・病院など普及していて、

一般家庭への設置数は 480 基です。（補助金利用設置基数） 

 

 

③水質汚濁 
1)現  状 
河川の水質について、環境基準の設定されているところで環境基準を達成していない項目

があります 

＜河川＞ 

  本市の南端には朝見川、北端には冷川が流れており、この二つの河川に挟まれて境川、

春木川、平田川、新川が市街地域を西から東に縦断し、別府湾に流れ込んでいます。この

主要河川は流長が短く流量も少ないといえます。本市では主要河川の水質汚濁の現状を把

握するため、年 4 回、主要 6 河川 7 定点で水質調査を実施しています。水質汚濁の目安と

なる生物化学的酸素要求量(BOD)の経年変化を図表 3.4.14 に、また、参考資料 17 に平成

17 年度の河川水質調査結果を示しました。 

  各河川ともその水質はほぼ横ばい状態で推移しています。 

図表 3.4.13 排水処理法別人口及びし尿処理量の年次推移（各年度末現在）（資料…清掃課、下水道課）

単独処理浄化槽と合併処理浄化槽の違い 

 合併処理浄化槽 し尿と生活雑排水を処理 （放流 BOD  4g/人・日） 

 単独処理浄化槽 し尿のみ処理  （放流 BOD 32g/人・日） 
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  なお、朝見川は昭和 49 年 4 月 1 日に観海寺橋を境に上流を A 類型、下流を C 類

型として水質環境基準の類型設定がなされています。 

 ほとんどの分析項目で環境基準を達成していますが、大腸菌群については達成さ

れていません。 

 

 

 

海域の水質は概ね良好です 

＜海域＞ 

 年 4 回、地先より約 1km 沖定点にて別府湾の水質調査を実施しています。水質汚濁の指

標である化学的酸素要求量（COD）の経年変化をみると、水質は概ね良好ですが、しばしば

夏季に赤潮が発生することが問題として挙げられます。なお、別府港水域は昭和 49 年 7月

1 日に水質環境基準の B 類型に指定され、その基準をほぼ達成しています。 

 

 

 

備考 1  各河川の調査定点はすべて河口付近（日豊本線を基準）での測定値である。 

備考 2  BOD 濃度は年 4回の全測定値の平均を取ったものである。 

図表 3.4.14 市内主要 6河川の BOD 濃度の各年度の経年変化（資料…環境安全課） 

備考 1  COD 濃度は年 4回の全測定値の平均をとったものである。 

備考 2  H7，H8 年度の夏季、H14 年度春季の測定値は赤潮発生のため除外し、3回の測定の

平均値をとった。 
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2)対  策 

  昭和 45 年に水質汚濁防止法が制定され全国一律の排水基準が適用されるようになり、そ

の後、大分県においても一律基準よりも厳しい上乗せ排水基準が制定され公共用水域の水

質汚濁の防止が図られました。しかしながら、濃度規制では十分に対処できないため、総

量規制基準を設け水質汚濁防止対策を強化しています。 

  これは、瀬戸内海に流入する地域の産業排水、生活排水等の汚濁量を削減するため昭和

48 年に瀬戸内海環境保全特別措置法を制定し規制の強化を行ったことを指すものです。 

  上記のように法の整備が進むと同時に、瀬戸内海の富栄養化を防止するため、リンを含

まない洗剤の適切な使用運動を展開し、公共用水域または公共下水道に汚濁負荷をかけな

いように適正な残滓処理や廃油処理を促進しています。 

 

（３）ダイオキシン類 
環境基準を下回っています 

 ダイオキシン類特別措置法第 26 条第 1項に基づき、県において、大気、水質（水底の底質を

含む）、及び土壌中のダイオキシン類による汚染の状況を測定しました。 

  別府市、及びその周辺に係る結果を図表 3.4.16 に示しました。測定した全項目について、基

準に適合しています。なお、測定地点は、参考資料 8 に図示しました。 

 

区分 調査項目 調査地点 調査結果 環境基準値 単位 

大 気 
別府県民保健 

福祉センター 
0.021 

年間平均値 

0.6 以下 
pg-TEQ/Nm3 

海域水質 別府湾（Bst-12） 0.32 
年間平均値 

1 以下 
pg-TEQ/L 

一
般
環
境 

海域底質 別府湾（Bst-12） 3.9 150 以下 pg-TEQ/g 

備考１  測定結果は、ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン、ポリ塩化ジベンゾフラン及びコプラナーポリ塩化

ビフェニル（コプラナーPCB）の合計値である。 

備考２ pg は 1 兆分の 1グラム。TEQ は毒性等価物量で、ダイオキシン類には 210 の種類（異性体）があり、

毒性は異性体ごとに異なるため、測定対象の 29 物質の濃度を最も毒性の強い 2,3,7,8-テトラクロロ

ジベンゾパラジオキシンの濃度に換算し、合計したものである。 

備考３ 単位欄の「pg-TEQ/Nm3」は、0℃の空気 1m3あたりのダイオキシン類の量を示す。（1pg=10-12g）同様に、

「pg-TEQ/L」は 1L あたりの、「pg-TEQ/g」は 1g あたりの、それぞれのダイオキシン類の量を示す。 

 

（資料…大分県環境保全課） 
図表 3.4.16 平成 17 年度ダイオキシン類測定結果
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（４）騒音・振動 

①騒音 
  一般的に、騒音とは生活していく上で「好ましくない音」あるいは「ない方がよい音」

と定義されています。騒音の発生源は工場、事業場、建設作業、自動車、家庭生活等、様々

ですが、個人の心理的、感覚的な部分に大きく左右されますので、その対策が困難なもの

となることがあります。 

 

1)現 状 

道路交通騒音については環境基準を達成していません 

 道路交通騒音は幹線道路から支線道路に及ぶようになってきました。この騒音の主な原

因である、自動車の走行に起因する騒音は、エンジン、排気管、ラジエータファン、タイ

ヤ等から発生しますが、実際には自動車の種類、走行条件、道路構造等の各種要素が複雑

に絡み合っており、依然として、道路交通騒音による道路付近住民の暮らしに与える影響

が憂慮されます。 

  本市では、道路交通騒音の実態を把握するため、主要幹線道路 6 地点で 24 時間調査を行

っています。平成 17 年度は 4 地点で C 類型の基準を超過し、うち 1 地点は特例値も超過 

 

騒音レベル（dB）
背後地騒音レベル

（dB） 
判定

評価道路名 

（測定地点） 

調査 

月日 

環
境
基 

準
類
型 

規
制
基 

準
区
分 

車
線
数 

昼間
(Leq) 

夜間
(Leq) 

昼間
(Leq) 

夜間
(Leq) 

Ｃ

類

型 

特

例

市 道 富 士 見 通 鳥 居 線 
（ 幸 町 ２ － ６ 空 地 ） 

12/20 

（火） 
Ｃ ３ ４ 67.7 61.0 50.9 43.5 × ○

国 道 １ ０ 号 
（ 的 ヶ 浜 駐 車 場 ） 

12/13 

（火） 
Ｃ ３ ６ 69.1 66.0 48.3 44.1 × △

国 道 ５ ０ ０ 号 
（石垣東 10 丁目 7 番 5 号） 

12/6 

（火） 
Ｃ ３ ４ 67.3 60.7 56.1 49.8 × ○

県 道 別 府 庄 内 線 
（ 別 府 税 務 署 ） 

11/29 

（火） 
Ｃ ３ ２ 64.8 57.9 56.2 51.4 ○ ○

県 道 別 府 山 香 線 
（武田薬品別府保養所） 

12/8 

（木） 
Ｃ ２ ２ 62.3 56.2 49.0 47.5 ○ ○

市 道 山 田 関 の 江 線 
（ J A 別府市石垣支店） 

12/1 

（木） 
Ｃ ３ ４ 66.6 58.8 51.5 43.3 △ ○

備考 1 騒音の測定及び評価方法は「騒音に係る環境基準の評価マニュアル」に準拠した。 
備考 2 測定は午前 7 時～翌日午前 7 時の 24 時間行い、一日のうち午前 6 時から午後 10 時まで

を昼間、午後 10 時から翌日午前 6時を夜間とした。 
備考 3 環境基準（道路に面する地域）は次の通りである。 

Ｃ類型：昼間 65dB 以下  夜間 60dB 以下 

             なお、道路に面する地域の内、幹線道路に隣接する空間にあっては、環境基準は 

昼間 70dB 以下、夜間 65dB 以下 となる。 

      備考 4 県道別府庄内線における 6 時台及び 7時台のデータは欠測。 

 
 

環境騒音についてはほぼ環境基準を達成しています 

 毎年 1 回、市内 21 定点で環境騒音調査（道路に面しない地域）を実施していま

す。平成 17 年度は、1 地点を除くすべての地点で環境基準を達成しました。

図表 3.4.17 平成 17 年度道路交通環境調査結果（騒音） 



39 

 

騒音レベル（dB） 
調査定点 

都市計画法の 

用途地域区分 

騒音規制法の

区域区分 

環境基

準類型 昼間(Leq) 夜間(Leq) 
判定

浜脇 1 丁目 4082-11 商 業 地 域 第 3種区域 C 58.4 56.5 △

朝見 1 丁目 12-4 第 1 種 住 居 地 域 第 2種区域 B 42.3 32.5 ○

上 田 の 湯 6 - 3 7 近 隣 商 業 地 域 第 3種区域 C 45.1 38.6 ○

原 町 7 - 3 2 第 1 種 住 居 地 域 第 2種区域 B 42.6 41.3 ○

幸 町 9 - 6 商 業 地 域 第 3種区域 C 49.6 41.3 ○

野口原 3 0 8 8 - 4 4 第 2 種 住 居 地 域 第 2種区域 B 44.4 34.5 ○

南立石八幡町 4 組 第 1 種 住 居 地 域 第 2種区域 B 43.5 40.0 ○

堀 田 6 組 第 1 種 住 居 地 域 第 2種区域 B 48.3 44.2 ○

石垣東 5 丁目 2-23 商 業 地 域 第 3種区域 C 43.7 35.7 ○

東荘園 6 丁目 1 組 第 1種中高層住居専用地域 第 2種区域 A 49.6 43.2 ○

扇 山 8 組 2 第 2 種低層住居専用地域 第 1種区域 A 43.9 43.9 ○

石垣東 9 丁目 4-45 商 業 地 域 第 3種区域 C 49.0 40.7 ○

大 畑 1 7 組 第 2 種低層住居専用地域 第 1種区域 A 45.4 40.1 ○

小 倉 1 組 1 第 1種中高層住居専用地域 第 2種区域 A 43.0 36.6 ○

中須賀東町 4 組 3 第 1 種 住 居 地 域 第 3種区域 B 42.2 37.1 ○

北 中 7 組 3 第 2 種 住 居 地 域 第 2種区域 B 52.3 45.0 ○

火 売 5 組 1 第 2 種 住 居 地 域 第 2種区域 B 44.9 39.6 ○

小 倉 5 組 2 第 1 種 住 居 地 域 第 2種区域 B 39.4 35.4 ○

照波園町 1 4 - 4 2 第 1 種 住 居 地 域 第 3種区域 B 55.1 43.1 ○

亀川浜田町 991-117 準 工 業 地 域 第 3種区域 C 54.6 49.0 ○

野 田 5 組 第 1種中高層住居専用地域 第 2種区域 A 46.9 44.7 ○

備考 1  時間の区分は環境基準に準ずる。（昼間が午前 6 時から午後 10 時まで､夜間が 

午後 10 時から翌日の午前 6 時まで） 

備考 2  環境基準（道路に面する地域以外の地域）は次の通りである。 

Ａ及びＢ類型：昼間 55dB 以下  夜間 45dB 以下 

Ｃ 類 型      ：昼間 60dB 以下  夜間 50dB 以下 

 

 

2)対 策 

（道路交通騒音について） 

  道路交通騒音対策については本市だけで解決・改善できるものではないため、交通関係

機関と連携して良好な沿道環境づくりを推進し、道路構造の改善、道路ネットワークの整

備、交通規制、自動車単体対策、緩衝建築物の誘導などの総合的施策の推進に積極的支援・

協力を図っていきたいと考えております。 

 

図表 3.4.18 平成 17 年度環境騒音調査結果 



40 

②振動 
  振動公害は、工場・建設作業及び自動車走行等から発生する地盤振動です。その振動が

家屋に伝播し住民を不快にさせたり睡眠を妨げたりして感覚的・心理的被害を与えるだけ

でなく、振動が大きい場合には壁やタイル等のひび割れが起こったり、建具等の立て付け

に狂いを生じさせる等、物的被害に及ぶこともあります。特に、振動レベルが 90dB 以上に

なると血圧など人の生理機能にも悪影響が現れます。 

  また、人の耳に聞き取れないほど低い周波数の空気振動（低周波振動）が工場等の施設、

道路橋、鉄道トンネル等から発生し、これに関する苦情も今後増加すると考えられ、その

対策については国の方で検討を重ねているところです。 

 

1)現 状 

道路交通振動については環境基準を達成しています 

 平成 17 年度の道路交通環境調査結果によると、道路交通振動の限度値を十分に

下回っており、現在のところ問題ありません。 

平均時速 

(km/h) 
交通量（台／10 分） 

調査地点 調査月日 

地
域
区
分 

時
間
区
分 

判
定 

振動

レベル

L10(dB)
上り 下り 大型車 小型車 二輪車 計 

市 道 富 士 見 通 鳥 居 線 

（ 幸 町 2 - 6 空 地 ） 

12/20 

（火） 

二

種 
昼 － 欠測 47.9 47.3 9 213 6 228 

国 道 1 0 号 

（ 的 ヶ 浜 駐 車 場 ） 

12/13 

（火） 

二

種 
昼 ○ 39.7 42.9 48.6 84 634 8 725 

国 道 5 0 0 号 

（石垣東 10丁目 7番 5号） 

12/6 

（火） 

二

種 
昼 ○ 34.4 50.5 50.7 17 262 5 285 

県 道 別 府 庄 内 線 

（ 別 府 税 務 署 ） 

11/29 

（火） 

二

種 
昼 ○ 31.7 34.8 39.6 7 157 5 170 

県 道 別 府 山 香 線 

（武田薬品別府保養所） 

12/8 

（木） 

一

種 
昼 ○ 35.1 39.5 43.0 7 147 10 164 

市 道 山 田 関 の 江 線 

（JA 別府市石垣支店） 

12/1 

（木） 

二

種 
昼 ○ 36.9 40.2 47.1 6 191 8 206 

備考 1  振動の測定は鉛直振動である。 

備考 2  環境基準は次の通りである。 

 地域区分の第一種地域：昼 60dB 以下   

           第二種地域：昼 65dB 以下  

備考 3  時間区分の昼は午前 8時～午後 7時である。 

 

 

2)対 策 

  本市においては現在のところ、事業場からの振動に対し早急な対策を必要とするものは

ありませんが、まだ予測できていない部分も考えられます。このため、国及び県の動向に

拠りながら、生活環境の保全に邁進していきたいと考えております。 

図表 3.4.19 平成 17 年度道路交通環境調査結果（振動、速度及び交通量） 
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（５）悪臭 

市民の環境への意識の高まりにより悪臭苦情は増加傾向にあります 

 

 本市においては、市街地の拡大により、悪臭発生源に隣接して住居が設けられる

ようになったことと、住民の環境に対する意識の変化により、悪臭苦情は増加傾向

にあります。 

 悪臭苦情の発生源としては、最近では野外でのゴミの焼却に伴うものが主になり

ました。他に、自動車整備工場、浄化槽や畜産農業に起因しているものも見受けら

れます。 

〔対  策〕 

   ① 法令による規制 

  事業活動に伴って発生する悪臭物質の排出は、昭和 46 年 6 月に悪臭防止法が制定され市

街化区域を規制地域に指定し、規制基準を定めています。 

  規制基準は六段階臭気強度表示法の臭気強度 2.5 に対応する濃度により許容限度が定め

られています。（参考資料 7） 

  規制対象となる物質には、現在、アンモニア等 22 物質が指定されています。ただし、本

市は温泉地域であるため、硫化水素が規制対象物質から外されています。 

   ② 発生源への対応 

  発生源として最近特に多い「野外でのゴミの焼却」に対しては、平成 13 年 4月の「廃棄

物の処理及び清掃に関する法律」の改正により、例外を除いて野外でのゴミの焼却ができ

なくなったことを指導しています。 

  なお、畜産業については関係機関と連携を取りながら、畜産糞尿の適正処理等を指導し

ており、また、浄化槽については、維持管理の徹底の指導とともに広報等により浄化槽設

置者の意識の向上を図っています。 

 

（６）廃棄物・リサイクル 

①一般廃棄物の収集処理について 

ゴミ処理量は減少しつづけています 

 

  本市のごみの収集業務は、一般家庭ごみを対象に市内全世帯を直営で行っておりました

が、平成 18 年 4 月から一部を民間委託で行うこととなりました。収集方式は地域住民の利

便と収集作業の効率化を図るため、路線方式とステーション方式を併用し、収集回数は可

燃ごみが週 2 回、不燃ごみは月 2 回となっています。 

  資源の再利用を目的として、平成 6 年 12 月から新聞紙・雑誌・段ボール・古布の回収(月

2 回)を始め、また平成 10 年 12 月から缶・ビン・ペットボトルの回収（月 2 回）を始めま

した。 
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  また、ごみの減量化推進・負担の公平化を図るため、平成 9 年 4 月より指定ごみ

袋制度を導入しています。 

  ごみ収集処理実績を図表 3.4.20 に示しました。 

 

 

②不法投棄 

不法投棄が、山間部等で多く目立ちます 

 

 不法投棄防止については、市報をはじめ自治会等を通じて啓発活動に努めています。し

かしながら依然として、不法投棄は後を絶たないのが現状です。 

  不法投棄を絶滅し生活環境の保全、環境の美化の推進を図るために、平成 10 年 4 月別府

市不法投棄対策協議会を設立しました。自治会の代表、警察、保健所、土木事務所その他

関係者の協力のもとに、パトロールを実施し、不法投棄の監視体制を強化しています。 

  不法投棄を発見した場合は、別府警察署へ捜査依頼などの協力を要請し、徹底して原因

者の究明、調査を実施しています。 

  なお、原因者不明分については清掃課において回収処理をしています。（参考資料 18 の

②） 

図表 3.4.20 ごみ収集処理実績（直営収集分）（資料…清掃課） 
           （「藤ヶ谷」＝藤ヶ谷清掃センター） 

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

処
理
量

(

t

)

藤ヶ谷 南畑埋立地 合計

南畑埋立地 29 18 14 86 90 162 127 117 29 

藤ヶ谷 33,946 32,731 32,369 33,038 33,571 29,101 28,634 27,867 27,956 

合計 33,975 32,749 32,383 33,124 33,661 29,263 28,761 27,984 27,985 

平成9年
度

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
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（７）水資源・エネルギー 

水の使用量は減少傾向が続いています 

①上水道 

 本市の水道普及率は平成 17 年度現在 99％を超えています。また、配水量は減少

傾向が続いています。1 人 1 日当りの平均配水量は 415L／人・日でした。 

（単位：m3・L） 

0
1 0 ,0 0 0
2 0 ,0 0 0
3 0 ,0 0 0
4 0 ,0 0 0
5 0 ,0 0 0
6 0 ,0 0 0処

理
量

（
㎏

） 0
2 5
5 0
7 5
1 0 0
1 2 5
1 5 0

件
数

（
件

）

不 燃 物  処 理 量 可 燃 物  処 理 量 不 法 投 棄  件 数 合 計  処 理 量

可 燃 物  処 理 量 2 ,1 1 0  6 ,5 5 0  1 ,4 2 0  2 ,8 0 0  3 ,6 3 0  

不 燃 物  処 理 量 1 3 ,6 7 4  1 7 ,8 0 0  8 ,9 9 5  1 1 ,6 8 0  2 3 ,2 9 5  

合 計  処 理 量 1 5 ,7 8 4  2 4 ,3 5 0  1 0 ,4 1 5  1 4 ,4 8 0  2 6 ,9 2 5  

不 法 投 棄  件 数 1 3 4  1 2 6 9 1  1 2 1  1 4 2  

平 成 1 3 年
度

1 4 年 度 1 5 年 度 1 6 年 度 1 7 年 度

図表 3.4.21 過去 5 年間の不法投棄件数及び処理量（資料…清掃課）

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

1
日
配
水
量

（
3

m

）

350

400

450

500

550

600

1
人
1
日
配
水
量

（
L

）

1人 1日 最大 配水量 1人 1日 平均 配水量
1日 最大 配水量 1日 平均 配水量

1人 1日 最大 配水量 565 531 537 513 525 508 494 486 508 493 

1人 1日 平均 配水量 467 456 454 443 447 436 427 429 435 415 

1日 最大 配水量 70,401 66,013 66,497 63,387 64,527 62,541 60,925 60,347 62,914 60,892 

1日 平均 配水量 58,018 56,606 56,235 54,770 54,909 53,655 52,702 53,185 53,812 51,279 

平成8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

図表 3.4.22 年度別配水量の状況（資料…水道局） 
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毎年 3 月度の電力の使用量は減少に転じました 

②電力使用量 

 毎年（3 月度）の電力使用量の推移を図表 3.4.23 に示しました。 

 

（８）畜舎及び環境衛生の現況 

①畜舎の現況 

周辺生活環境への配慮・対策は畜産経営を維持していくうえで重要事項となっております 

 都市化の進展及び環境に対する関心の高まりの中、経営農家も年々飼育環境を狭

められ転業や廃業を余儀なくされた方もいます。 

  周辺生活環境への配慮・対策は畜産経営を維持していくうえで重要事項となっており、

悪臭防止に対する飼養技術の改良等「環境保全型農業」を基本に取り組んでいますが、畜

舎（豚舎・鶏舎）における完全な環境汚染防止策は現状では難しく、移転策についても困

難な状況にあります。 

種    別 戸    数 飼育総数 

乳 用 牛 1 戸 128 頭 
牛  舎 

肉 用 牛 17 戸 109 頭 

豚  舎 1 戸 300 頭 

採 卵 鶏 1 戸 150 羽    

鶏  舎 
食用鶏（ブロイラー） 2 戸 46,000 羽 

図表 3.4.23 電力需要状況の推移（資料…九州電力） 

図表 3.4.24 畜種別飼育状況（平成 17 年 2 月 1 日調査）（資料…農林水産課） 

15 ,000

20 ,000

25 ,000

30 ,000

35 ,000

40 ,000

45 ,000

50 ,000

電
力
量

（
Ｍ
Ｗ
Ｈ

）
79

80

81

82

83

84

85

86

契
約
口
数

（
千
件

）

契 約 口 数 電 灯 電 力 合 計

契 約 口 数 83.379  83 .689  84 .165  84 .562  84 .694  

電 灯 19 ,323  20 ,856  21 ,093  23 ,611  22 ,675  

電 力 22 ,802  23 ,921  24 ,268  26 ,078  25 ,491  

合 計 42 ,125  44 ,777  45 ,361  49 ,689  48 ,166  

平 成 14年 3月
度

15年 3月 度 16年 3月 度 17年 3月 度 18年 3月 度

図表 3.4.24 畜種別飼育状況（平成 18 年 2 月 1 日調査）（資料…農林水産課） 
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②環境衛生の現況 
周辺生活環境への配慮・対策は畜産経営を維持していくうえで重要事項となっております 

 別府市が快適な文化生活を営むためには、全市民が環境衛生保持に心掛けるとと

もに、衛生害虫駆除対策、衛生思想の向上を図り、明るく住みよい健康な町づくり

をすることが必要です。 

1) カ、ハエ等の衛生害虫の駆除 

  衛生害虫予防対策として、成虫（カ・ハエ）駆除作業を業者委託にて 5 月上旬より 9 月

上旬までの間 1 回実施、さらに自治会にも薬剤無償交付、防疫用機械器具の貸与を行い、

自主的にカ・ハエ等衛生害虫の駆除を実施しています。 

  なお、平成 17 年度の防疫業務の実績は次のとおりです。 

 

自主的実施町 165 台 

公共施設関係 3 台 

防 疫 作 業 用 動 力          

二兼機貸し出し件数 

4 月～10 月 計 168 台 

 

 

 

 

作業項目 期間 
薬剤名

作業内容 

2 種混合 

乳剤 

2 種混合

油剤 

成 虫 駆 除 6 月～8 月 
（業務委託）市街地を対象とした家屋

周辺の煙霧散布によるカ、ハエの駆除
0 3,150 

自主実施町 4月～12月 
自主的に防疫作業をする自治会に交付

した薬剤 
180 3,582 

公 共 施 設 4月～10月 
自主的に防疫作業をする公共施設関係

に交付した薬剤 
18 36 

山 間 部 町 5 月～7 月 山間部自治会に配布する薬剤 186 270 

散 布 消 毒 4 月～3 月 不衛生箇所等の消毒 0 0 

災 害 4 月～9 月 
災害による床下、床上浸水家屋及び側

溝の消毒 
0 0 

伝 染 病 4 月～3 月 伝染病発生による消毒等 0 0 

そ の 他 4 月～3 月 衛生害虫の異常発生等 0 0 

図表 3.4.25 平成 17 年度二兼機貸し出し件数（資料…環境安全課） 

図表 3.4.26 平成 17 年度衛生害虫駆除等薬剤使用実数量（単位：L）（資料…環境安全課） 
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2) 愛がん動物等の適正な飼育管理 

 

 

 

Ⅰ 苦情状況 

飼い犬の苦情が最も多く、内容別では飼い犬の鳴き声、吠える声がうるさい、放し飼い

で恐い等が大半を占めています。 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

飼
い
犬
登
録
頭
数

0

50

100

150

200

250

野
犬
捕
獲
頭
数

飼い犬登録頭数 野犬捕獲頭数

飼い犬登録頭数 792 4,406 4,727 4,891 5,305 5,445 5,790 6,080 6,337 6,508 

野犬捕獲頭数 219 219 137 115 101 81 94 104 84 52 

平成8
年度

9年度
10年
度

11年
度

12年
度

13年
度

14年
度

15年
度

16年
度

17年
度

図表 3.4.27 飼い犬登録頭数（平成 8 年度は新規登録数のみ）及び野犬捕獲頭数 
  （資料…環境安全課【飼い犬登録頭数】、別府県民保健福祉センター【野犬捕獲頭数】） 
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苦
情
件
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5
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咬
傷
件
数

犬 猫 計 犬による咬傷

犬 589 585 537 406 330 395 426 382 402 394

猫 184 221 181 224 189 162 174 245 233 367

計 773 806 718 630 519 557 600 627 635 761

犬による咬傷 14 11 9 11 12 8 7 7 2 1

平成8年
度

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

図表 3.4.28 愛がん動物等の苦情件数（資料…別府県民保健福祉センター） 
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Ⅱ 今後の対策 

飼い犬、ペットの野犬野生化等による咬傷事故が全国的に多発していますが、当市にお

いても大きな事件になるのを未然に防止するため地域住民、保健所、市が一体となって

野生化防止に努めています。 

  飼い犬については、犬の登録、狂犬病予防注射を完全実施するよう呼び掛け、飼い主

の正しい飼育により安全な環境づくりに努めます。 
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図表 3.5.1  平成17年度環境監視員月報内容 

５  公害等の監視と処理の現状 

（１） 別府市環境監視員の活動状況について 

本市では別府市環境保全条例第 9 条の規定に基づき、特に環境問題に強い関心を持っ

ている方々を選出し、別府市環境監視員に委嘱しています。現在、合計17名が任命され

ており、市の良好な環境を守るための活動をしています。（参考資料  20） 

担当地区内をパトロールし、その状況を毎月報告しておりますが、特に、良好な環境

を破壊する恐れのある行為及び公害が発生する可能性があると認められる場所や施設が

見受けられたときには、随時、その状況等を市に通報しています。 

なお、平成17年度の環境監視員の状況報告書（月報）内容について図表3.5.1に示し

ています。 

月 

内  容 
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

下 水 側 溝

について 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 4 

ご み の 処

理・不法投

棄など 

6 6 5 7 3 5 4 8 6 4 6 8 68

廃屋・空き

地 の 管 理

など 

0 1 0 0 1 1 0 0 0 1 1 0 5 

道 路 に 関

すること 
1 1 1 2 3 3 1 1 1 1 1 1 17

公 園 に 関

すること 
0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2 

公 害 苦 情

に 関 す る

こと 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

交 通 に 関

すること 
0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

そ の 他 0 0 2 0 1 1 1 2 1 1 1 2 12

計 7 8 8 9 8 11 6 11 9 8 10 14 109
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図表 3.5.2  騒音規制法に基づく特定施設届出状況（平成18年 3月 31日現在） 

（２）法律・条例に基づく特定工場等の届出状況 

① 工場騒音について 

  本市の場合、大規模な事業場はありませんが、住居と中小の事業場が混在している地域

が多く近隣住民との間にトラブルを発生させることがあります。こうした事業場は敷地面

積が狭小であり、防音対策を講じるにも資金、方法ともに限られるためよい解決法が見つ

からないといった問題を抱えています。 

  また、温泉の噴気音や温泉揚湯用のコンプレッサー稼働音に対する騒音苦情もあり、温

泉都市ならではのものも見受けられます。 

  騒音規制法に基づく特定施設届出状況を図表3.5.2に示しました。 

施設の種類 施 設 数 特定工場等実数 

ベンディングマシン 1 

液 圧 プ レ ス 10 

機 械 プ レ ス 4 

金
属
加
工 

機
械 

せ ん 断 機 5 

9 

空気圧縮機及び送風機 458 91 

土 石 用 破 砕 機 等 2 1 

建 設 用 資 材 製 造 機 械 2 1 

帯 の こ 盤 5 

丸 の こ 盤 23 
木
工
加
工 

機
械 

か ん な 盤 21 

44 

印 刷 機 械 120 36 

合成樹脂用射出成形機 2 1 

計 653 183 

（備考）特定工場等実数は特定施設の設置事業所数を示すが、同一事業所に（騒音・振動）2区分にまたがる施

設が設置されている場合は、主たる施設の区分のみ工場数として掲げた。 

 

 

② 工場振動について 

  市街地での住工混在により、騒音苦情と同時に表面化する場合がほとんどです。防振対

策は防音対策以上に困難であり、根本的に振動源である機械自体から発生する振動を小さ

くするほかに良い方法はありません。そのため、機械の更新時や設置時に際しては、その

届出段階において機械の適切な設置・使用を行うよう指導しています。 

  振動規制法に基づく特定施設届出状況を図表3.5.3に示しました。 
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施設の種類 施 設 数 特定工場等実数 

液 圧 プ レ ス 11 

機 械 プ レ ス 14 
金
属
加
工 

機
械 

せ ん 断 機 23 

21 

圧 縮 機 21 14 

土 石 用 破 砕 機 等 2 1 

印 刷 機 械 38 18 

合成樹脂用射出成形機 2 1 

計 111 54 

 

 

③ その他 

  別府市環境保全条例の規定に該当する特定施設を図表3.5.4に示しました。 

区  分 工場数 施設の種類 施設数 

大 気 特 定 工 場 10 

廃 棄 物 焼 却 炉 11 大   気 11 

小        計 21 

水 質 特 定 工 場 0 

し 尿 浄 化 槽 9 

ち ゅ う 房 施 設 9 

車 両 洗 浄 施 設 0 

水   質 17 

小        計 18 

金 属 加 工 機 械 155 

①高速切断機 （39） 

②乾式研磨機 （116） 

空気圧縮機及び送風機 176 

木 材 加 工 機 械 78 

①帯のこ （11） 

②丸のこ （29） 

③かんな盤 （38） 

石 材 引 割 機 0 

冷 凍 機 械 145 

木 材 切 込 作 業 場 27 

騒   音 199 

小        計 581 

工場数合計 227 特 定 施 設 数 合 計 620 

 

図表 3.5.3  振動規制法に基づく特定施設届出状況（平成18年 3月 31日現在） 

図表 3.5.4  別府市環境保全条例に基づく特定工場等届出状況（平成18年 3月 31日現在） 
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（３）法律・条例に基づく特定建設作業等の届出状況 

① 建設作業騒音について 

  建設作業は一時的に非常に大きな騒音を発生する作業が多く、防音対策も養生シート、

板囲い等による遮音や消音マフラーの取り付けなどに限られているため、付近住民との間

に紛争が生じやすくなっています。周辺住民への事前説明が十分でなかったり、早朝から

の作業などに対して付近住民から苦情が発生するケースが多く見られます。そうした苦情

を未然に防ぐため、特定建設作業にあっては届出の段階で事前説明の徹底、作業内容、作

業工程のチェック等の行政指導を行うとともに作業中の騒音状態を確認するため職員の立

ち会いを実施しています。 

  平成 17 年度までの 10 年間の騒音規制法に基づく特定建設作業の届出状況を図表 3.5.5

に示しました。 

年 度 

作  業  名 

平成 

8 

平成

9 

平成

10 

平成

11 

平成

12 

平成

13 

平成

14 

平成

15 

平成

16 

平成

17 

くい打機･くい抜機･くい打くい抜機 2 9 3 11 3 4 3 0 4 6 

び ょ う 打 機 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

さ く 岩 機 14 37 33 31 25 40 59 49 50 68 

空 気 圧 縮 機 4 1 0 3 5 1 0 1 2 4 

コンクリートプラント･アスファルトプラント  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

バ ッ ク ホ ウ － 1 10 3 17 16 9 3 13 7 

トラクターショベル － 0 0 0 2 0 1 0 0 0 

ブ ル ド ー ザ ー － 1 0 0 0 0 0 0 1 1 

計 20 48 46 48 52 61 72 53 70 86 

 

 

② 建設作業振動について 

  建設作業振動については、特定建設作業の対象となる大型建設機械を使用する場合また

は大規模基礎工事を行う場合に大きな振動を発生させることが多く、それと同時に非常に

大きな騒音を伴うのが特徴です。そのような大規模工事を実施する場合には工法の検討段

階で使用する機械・工法等について十分な配慮をするよう建設業者に指示するとともに、

施工時には付近の家屋構成を考慮して物的被害を生じさせないよう指導しています。また、

万一被害の申し出があった場合には完全修復するよう指導しています。 

  平成17年度までの10年間の特定建設作業の届出件数状況を図表3.5.6に示しました。 

年 度 

作  業  名 

平成 

8 

平成

9 

平成

10 

平成

11 

平成

12 

平成

13 

平成

14 

平成

15 

平成

16 

平成

17 

くい打機･くい抜機･くい打くい抜機 2 8 3 11 3 2 3 0 4 6 

鋼 球 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

舗 装 版 破 砕 機 0 0 0 1 6 6 9 1 0 1 

ブ レ ー カ ー 14 30 25 17 31 33 51 42 33 57 

計 16 38 28 29 40 41 63 43 37 64 

 

図表 3.5.5  騒音規制法に基づく特定建設作業届出状況（資料…環境安全課） 

図表 3.5.6  振動規制法に基づく特定建設作業届出状況（資料…環境安全課） 
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図表 3.5.8  過去10年間の公害苦情件数の推移（資料…環境安全課） 

図表 3.5.7  別府市環境保全条例に基づく特定建設作業届出状況（資料…環境安全課） 

③ その他 

  市条例に基づく特定建設作業の届出状況を図表3.5.7に示しました。 

年 度 

作  業  名 

平成 

8 

平成

9 

平成

10 

平成

11 

平成

12 

平成

13 

平成

14 

平成

15 

平成

16 

平成

17 

ア ー ス オ ー ガ ー 4 0 12 14 17 21 2 0 4 5 

イ ン パ ク ト レ ン チ 0 1 0 0 2 4 0 1 0 1 

発 電 機 15 1 0 12 17 17 23 13 13 10 

コンクリートポンプ 8 7 7 9 18 9 21 11 11 13 

計 27 9 19 35 54 51 46 25 28 29 

 

 

（４）公害苦情の現状 

公害とは典型 7 公害（大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・騒音・振動・地盤沈下・悪臭）

の他、事業活動その他の人の活動に伴って生ずるその他の現象で、その影響によって人の

健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいいます。 

これらの公害に対する苦情の申し立てについては「公害紛争処理法」第49条第2項に基

づき、公害苦情相談員を置き、市民の苦情内容に応じてその処理に必要な調査、指導並び

に助言等を行い、必要な場合は関係行政機関との連携を図りながら、市民の生活環境改善

のために円満な解決に努めています。 

本市における過去10年間の公害苦情件数の推移を図表3.5.8に示しました。 

平成17年度の苦情件数は94件でした。 

 

0

20

40
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120

件
数

大気汚染 水質汚濁 騒音 振動 悪臭 その他 合計

大気汚染 15 24 65 47 19 19 22 15 22 36

水質汚濁 2 8 9 6 4 6 2 0 5 6

騒音 15 5 19 23 18 12 12 12 20 21

振動 1 1 0 0 0 1 0 0 0 1

悪臭 11 20 5 8 26 15 9 14 15 11

その他 16 21 13 8 5 8 4 10 14 19

合計 60 79 111 92 72 61 49 51 76 94

平成8年
度

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度


